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 この「質疑応答」に欠かせないのが，「社会人学生」です。一般の学生は，やはり実務に対す
る実感が乏しく，実務事例に対する問題点の指摘はなかなか難しいのが現状です。それに対し，
「社会人学生」は，実際，会計業務をやっている方もおられますし，また，実際に税金等を支
払っている方々です。当然にその質問は，真剣さをおびてきます。時には，我々実務家講師も
その回答に因ってしまうような質問を受ける場合もあります。そのときは，後日，我々自身も
よく調査研究し，その質問に対処できる努力をしています。このような場面は，その社会人学
生の疑問を解決すると同時に，彼らが実務に直接的にその回答を反映していくことを可能とす
る一方，我々実務家にとっても非常に有効な研鑚の機会となり得ます。そして，これらの活発
な「質疑応答」は，一般学生に新鮮，かつ，実際的な問題意識を発見させる刺激の一つとなり
ます。 
 もう一つの利点は，大学院教育の一つの目的を「高度職業専門家」を養成することと考えた
場合に発揮されます。経営学部が関係する「高度職業専門家」には，いろいろな分野が存在し
ます。その重要な分野の一つが，公認会計士であり税理士であると思います。その場合，その
分野で実務を行っている我々が直接に生の実務を学生達に紹介することは，彼らが大学院を修
了して実務に就くときの即戦力として，有効な知識および技能となり得ると確信します。また
同時に，実務家の講義は，彼らが進路等を決定するに際し，非常に有効な情報源ともなり得る
と思います。 
 さらに，彼らが大学院を終了することは，資格取得への可能性を拡大させます。現在，修士
号取得者には，税理士試験に関する科目免除が与えられていますが，現在検討中の公認会計士
試験制度改正案によれば，公認会計士試験に関する科目免除も将来与えられる可能性がありま
す。 
 これらの国家資格取得試験に係る科目免除制度ですが，みなさん既にご案内のように賛否両
論があります。しかし，ある意味では，公認会計士や税理士の資格が，単なる詰め込み方式に
よる国家試験合格者のみに与えられるのではなく，大学院でそれらの職業に係る高度かつ重要
な知識を十分取得した者に対しても，その資格が与えられることには重要な意義が存在するも
のと考えます。 
 その意味において，我々実務家が，学生達に実務的講義または演習をすることは，大学院修
了者に対しその職業に係る国家試験の科目免除がなされる際の不可欠な要素ではないかと考え
ます。 
 我々立命館に関わる職業専門家としては，立命館大学が，今後もますます優秀な人材を社会
に送り出し続けることを期待する次第です。 
 
